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1．はじめに
75
人文地理学は、地球表面に展開する人間活動の空間的組織としての人文地域を研究対象とす
る空間的・環境的科学である（西川治、1985)。その主要課題は、人間と環境との機能関係や、
その表現形態としての文化景観')の変容過程などを明らかにすることである。すなわち人類の
歴史は、原始的景観をとどめている自然的な景観を改変しながら、高度に発展した農業地域や
工業地域、さらには都市などを人為によって創造してきた景観変遷の過程であり、この人類が
改変しつづけた文化景観の形態・構造・変容などを空間的視点から論究するのが人文地理学の
基本的役割であるといえる。さらには、人文地理学の中でも文化景観の変容過程を発生学的・
歴史学的に明らかにする分野が歴史地理学であり、「過去のある時期の景観ないし地表空間組
織を復原すること」を大きな使命としている（桑原公徳、1992)。
またそれぞれの地域の文化景観の形態や構造、成因などを空間的・歴史的に明らかにしてい
く作業として最も利用されてきた資料は「地図」であった。例えば人文地理学では主に近代の
時代における歴史空間の復原作業としては、旧地籍図や仮製地形図、絵図などの古図類などが
古文書とともに大きな分析資料として使われた。当然ながら地表空間に展開する地理的事象の
分析には、これら地図類に記載された空間情報が大きな役割を担っていた。このようなことか
らも、過去におこった事象を確定する歴史（学）的研究に不可欠な時間軸の主な分析資料が
｢古文書」類の資料ならば、過去のある時代における景観の復原などの地理（学）的研究に不
可欠な空間軸の分析資料は「地図」資料であるともいえる。
ところで本研究では、この人文地理学・歴史地理学の主要テーマである「歴史空間の復原」
を、土地台帳・地籍図を主体とした地籍資料を利用し、地図化することで明らかにしていく。
まず本稿では、宮古・平良市の東仲宗根添を対象地域として、1902(明治35)年に沖縄県土地
整理法で作成された土地台帳に記述されている「地籍情報」を基に地図化作業を試み、明治期
における宮古の空間特性をみていきたい｡2）それはまた、安良城(1980)によれば、「20世紀初
頭の土地整理直後の時期の土地所有状況を復元できるとするならば、その土地所有状況は、地
割制度における土地配分にいちぢるし<近似的であったろうことは、疑いないところである」
というように、当時の土地所有状況の復元（原）とはいかないまでも、土地の空間的特性を把
握することが可能であれば、近世史・近代史においても意味のある空間データを提示すること
にも繋がるであろう。特に本稿では、空間的特性を把握するという意味で特に有効な指標にな
りうる土地の等級に着目し、l等から8等までの地力等級を3つに区分した地図を通して、土
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地整理事業によって確定された土地の形状や分布パターンを確認していく。
2．沖縄県土地整理法の概略
(1)沖縄県土地整理法の制定・実施
ここでは、土地台帳・地籍図などの地籍資料を利用した歴史空間の復原作業を進める前に、
沖縄県土地整理法が制定され、土地の私的所有権が法認された歴史的過程の概略を整理してみ
たい。
1879（明治12)年に設置された沖縄県は、本土の地租改正(1873年）に遅れること20余年後
の1899（明治32）年に土地整理法が発布され、土地整理事業が開始された。土地整理事業とは、
琉球王国時代からの旧慣温存政策を改変し、土地所有権の法認や地価の決定等、土地制度およ
び租税制度の「改革」のためにとられた一連の行政措置を指すものである。
土地整理事業開始前までは、沖縄本島を中心とした土地制度は琉球王国時代の「地割制度」
が施行されていた。この土地割替を基本としたこの制度は、特に沖縄県における約70％の耕地
を占める百姓地において､個人に対する所有権が認められていなかった。しかし来間泰男(1998）
によれば、「地割制度といって『制度』と表現されるので、そこにしっかりした、タイトな仕
組みを想定してしまいがちであるが、これは法律や条令で規定された『制度』ではない」と述
べ、王府が直接的に管理する緊密な意味での徴税システムを否定している。しかしながら、こ
の土地制度の基本である土地の総有権を村とする割替による土地制度を改めて、土地の私的所
有権を確定した歴史的意味は大きい。
沖縄県土地整理紀要をみると、第一章・第二項・租税制度の二によれば、「個人ハ納税主体
ダラス既二述ダル如ク土地ノ大部分ハ各個人二対シ所有権ヲ認メサルヲ以テ其納税主体ハ個
人タラスシテ間切又ハ村トシ唯仕明地請地等私有ノ実ヲ備エタルモノノミ個人別二納税セシメ
タリシカ置県後ハ凡テ間切内二於ケル村ヲ以テ納税者トナスニ至しり是レ土地制度二伴う必然
ノ結果ニシテ宴二已ムヲ得サルニ出ツルト雛其実際上納税義務ハ各個人之ヲ負上又之ヲ果ササ
ルヘカラサルニ……」とあり、私有が認められていた仕明地や請地などは廃藩置県後は納税主
体が間切・村とされ、その後には土地の私的所有権が認められ､納税主体が個人になることが
記載されている。
このような土地整理紀要にもあるように、他府県並みの地方行政制度を実施するために明治
政府は、土地割替を基本とした土地制度を改革し、士地の所有権を確定する法及び事業を早急
に押し進める必要があった。この新しい土地制度の施行は、事業開始前にすでに島尻・中頭な
どのように地割制が形式化ないし崩壊した地域もみられるなかで、地人側からの私的所有権の
確立が要請され、さらには国家財政の財源としての地租収入はもちろん、公法、私法制度万般
にわたる絶対主義国家体制確立期にあたっての国家からの強い要求が大きかった（春日文雄、
1997)。このように一部農民（地人）側からの要求が日増しに強まるなか、国家財政の財源確
保といった国家側からの要求が、土地の所有権の確定作業という歴史的大事業を進める上で大
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きな力となって働いたことは想像に難くない。
(2)土地の整理と空間分析の視点
土地整理事業は、1899（明治32）年4月に着手され、1903(明治36)年に完了している。宮
古郡については、特に土地測量については1899（明治32）年4月に開始され､2年後の7月には
すでに作業が完了している。この事業の完了によって、1903(明治36)年に1月1日より地租
条例及び国税徴収法が施行され、土地台帳の作成も行われた。
この事業では、専務次務官2人、書記36人、技手50人が任命され、「土地処分」「土地測量」
｢地価査定」の諸業務を担当している。土地整理事業の進め方は、「他府県における地券発行・
地租改正や地押調査の場合と異なり、村民の調査申告にもとづくことはせず、所有権の処分は
もとより土地測量、地価調査、土地台帳および地図の調整などもすべて土地整理事務局の係官
の手によって遂行されたのであった」（佐藤甚次郎、1986)。しかしこの作業を進めるにあたっ
ては、宮古においては地価調査のための地力調査と土地処分とが平行して行われており、村方
に蓄積されていた経験的な知恵に頼っての作業の進行がなされている。それはまた、「土地の
封建的分解の結果によって暖昧になってしまっていた占有関係とを反映し、また村帳簿を欠い
た宮古ではl筆ごとに両者を同時に確認していくことが必要となったのであろう」（春日文雄、
1998)といわれる程に、人頭税にみられる宮古の封建的な社会構造が土地制度にも反映されて
いたといえる。当時の宮古の農民にとってのこの土地整理事業は、古い封建的社会制度からの
｢解放」への期待を高め、これまで以上に税の負担が課されるのではないか、といった不安を
も掻き消す程大きいものであったといえよう。
土地整理事業では、①土地処分･土地測量、②地押調査、③地価査定などの事業の柱に沿い、
所有権者の確定や地租額設定作業を先に述べた土地整理局の係官の手によって進めている。こ
の事業の土地処分に関し、沖縄県土地整理紀要の沖縄県土地整理法第二条においては、「村ノ
百姓地、地頭地、『オエカ』地、『ノロクモイ』地、上納田、『キナワ』畑ニシテ其ノ村二於テ
地割セル土地ハ地割ニ依り其ノ配当ヲ受ケタル者ハ其ノ権利ヲ継承シタル者ノ所有トス」と記
述されている。これは村の百姓地、地頭地、オエカ地、ノロクモイ地、上納田、キナワ畑等で、
その村において地割した土地は地割の配当または権利を継承した者の所有とする旨のことが述
べられている。さらに「但シ其ノ配当ヲ受クヘキ者多数ノ協議ニ依り此ノ法律施行ノ日ヨリー
ケ年以内二地割替ヲ為スコトヲ得」とあり、地割地が不均等な所も少なくないので、法の施行
から1年に限っては公平な配当ができるように割替を行うことを勧めている。しかし、実際に
土地整理にあたり割替をした村は沖縄県全体では291（全体の51.7％）を数えるが、地域的な違
いもあってか多い順に列挙すると国頭郡の109村、中頭郡の91村、島尻郡の90村、八重山郡の1
村、宮古郡は0であった（沖縄県史21旧慣調査資料、1968)。
宮古郡においては長い間、沖縄本島とは違った土地制度・税制度の「人頭税制度」が敷かれ
ていた。来間泰男（1998）によれば、「租税を土地や所得にかけるのではなく、一人頭いくらと
かけたものである」といわれるように、沖縄本島における租税システムとは異なった税制では
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あったが、「すなわち地割制度の場合でも、土地を媒介にしてはいるものの、その土地が人頭
割りで配当されているので、本質的な差異が認められない」というように、本質的には地割制
度と人頭税制度との差がないことを明らかにしている。それはまた、「土地面積が基本的に掌
握されている沖縄本島地区と、それの掌握が不十分で、しかも未整地がかなり存在し、かつ耕
境が移動する度合いの高い両先島との差異に起因するのではないか」（来間泰男、1997）という
ことからも、宮古における土地整理法施行時における空間構成の把握は、来間が指摘したよう
に沖縄本島と宮古の同質性を認識した上での分析が必要とされるであろう。
3．歴史空間復原の事例
(1)事例地域の概要
先に挙げた土地整理事業の歴史的過程を踏まえながら、平良市の歴史空間の特色をみるため
に本稿では東仲宗根添を事例地域として取り上げ、歴史空間の復原資料とその復原方法につい
て解説してみる（第1図、第2図参照)。
まず事例地域として取り上げる東仲宗根添であるが、西里添・下里添・池間添・前里添など
と同じように「添集落」と呼ばれる村（集落）である。この添集落の「添（そい)」は、村添
の意味であり、本村（古村）から分離独立した新村や、または附属する新村（字）を指すもの
である（田里友哲、1983)。また東仲宗根添は、本村の東仲宗根からの名子使役及び寄人によっ
て形成された添村であり、名子制度や人頭税制度との関連から集落の形成をみる人もいる。
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第1図1921（大正10）年測図宮古島地形図
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東仲宗根添の村落構成であるが、部落名（自治会名）は細竹（西底原、東底原、細竹)、宮
原（宮積、土底、更竹、瓦原、南増原、サガニ、スナ、モテヤ、佐和地、白川田、山川)、高
野（1960年計画移住）という3つの部落（自治会）があり、比較的小さな集落が分散して分布す
る散村的集落が多い。本稿ではこの東仲宗根添の集落のなかで、特に東底原、宮積、佐和地、
南増原一帯における地力等級区分図を作成してみた（地図の第4図参照)。また、この地域を
事例地域として取り上げた理由としては、マラリア有病地である東仲宗根添における土地整理
事業時の土地の所有権の確定作業と名子制度との関連で新しい知見が得られるのではないか、
といった期待と、さらには、春日（1997）のいう「添村は土地の耕作限界地を拡大させた村」
であったことを立証する意味からも地力等級区分図を作成してみたものである。
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(2)歴史空間復原の資料と方法
歴史空間復原作業のための分析資料として最も重要な地籍資料についてみると、平良市に保
管されている明治期作成の土地台帳の存在が大きなウェイトを占める。この土地台帳は、土地
整理事業によって作成されたものであるが、沖縄本島では大半の市町村が先の大戦で消失して
いる。その中から本研究では、「面積」「地力等級」「地価」「地租」に関するデータを筆写して
整理したものの一部を活用して、主題図作成にこぎつけたものである。本稿では特に「地力等
級」における空間分布の特徴を把握することを目標に主題図作成を試みたo3)また、地力等級
データの地図化作業をおこなうにあたっては、平良市土地改良課にある5000分の1地籍集成図
(1991年作成）をベースマップとして使用した。この図は、税務課で使われている1000分の1地
籍図を編集して作成された地図である。
地力等級データの分類及び地図化作業については、共同研究者である春日文雄氏が整理した
第3図を基にして、約600筆の地番を対象に各地番ごとに色分け作業(区分け作業)をおこなっ
た。この図は、相対的なものではあるが、土地整理時の等級を基本にして村位等級別地価等級
を円銭単位に表して、さらには収量換算(斗升)し、田畑の地力区分をおこなったものである。
分類をおこなうにあたっては、宮古島においては圧倒的に畑作の割合が高いことから、本稿で
は水田と畑作等の地目ごとに分類することはせずに、①l等～3等、②4等～5等、さらには
③6等～8等までの3つに大まかに分類して地図化作業をおこなった。これらl～8等までを
3つに分けて地図化した理由としては、l等から8等までの等級をそのまま地図化していくと、
本稿で取り上げる小地域においては空間的特性を把握することがかえって難しいといったこと
が挙げられる。この3つの分類であると、小地域における空間的特性がはっきり認識されやす
いからである。しかし今後は、他地域との比較を考えるならば、さらに区分を細かくして地域
特性をみていくことも必要であろう。
(3)作成地図の解説
ここでは、先に示した方法で作成された地図を基にして、東仲宗根添の中でも東底原、宮積、
サガニ、南増原を含む西側一帯の地域的特色をみていきたい。
まず、東仲宗根添にある集落周辺の自然環境について第1図と第2図で確認してみると、集
落周辺は森林や荒地（原野）に覆われた地域であることがわかる。しかも集落はまばらに分布
しており、散村的な集落形態を示している。この付近は地形図でもみられるが、森林・原野に
覆われていることからも察することができるように、宮古におけるマラリア有病地域として知
られている所でもある。仲松弥秀(1941)によれば､「此の字には小部落が所々に散在していて、
廃家の屋敷跡や部落が絶滅した跡が到る所に観察されるし……」とあり、1940年前後（昭和10
年代）においてもマラリアが相当に蔓延していたことが伺われる。居住者も添集落といわれる
ように、元々そこに住んでいた住民は少なく、何らかの理由でそこに土地を所有するかまたは
借りながら、厳しい生活を余儀なくされていたものと思える。1940年代（昭和10年代）におい
てもマラリアが蔓延していたことを考えると、約100年前の土地整理事業時（明治30年代）にお
地籍資料を利用した歴史空間の復原作業(1) 81
田畑別村位
畑方田方
村
村
村
村
等
等
等
等
１
２
３
４ 添
根
根
宗
村
村
宗
仲
原
浦
仲
東
西
大
東
l等村
2等村
〃
村添根告示仲
原
浦
東
西
大
村位等級別地価等級（単位円銭、（）内は収量）
一等二等三等
1300(0.482）950(0.339）600(0.214）
1300(0.464)950(0.339)600(0.214)
1650(0.589)1250(0.446)850(0.304)
一等二等三等
1650(0.589)1300(0.464)1100(0.393)
1350(0.482)1100(0.393)950(0.339)
950(0.339）850(0.304）750(0.268）
950(0.339)750(0.268)550(0.196)
七等八等
300(0.107)80(0.029)
300(0.107）80(0.029）
300(0.107）70(0.025）
150(0.064）70(0.025）
四等
250(0.089）
250(0.089）
450(0.161)
五等
140(0.050）
140(0.050）
150(0.050）
六等
六等
500(0.179）
500(0.179）
450(0.151)
250(0.089）
添
方
根
原
浦
根
一
示
壱
示
仲
仲
東
西
大
東
田
四等五等
850(0.304）650(0.232）
800(0.286)600(0.214)
650(0.232）550(0.196）
400(0.143）300(0.107）
方
根
原
浦
村
一
示仲東
西
大
添
畑
根
原
浦
村
一
示仲東
西
大
添
第3図地力等級分類図（春日文雄原図）
ける東仲宗根添周辺は、現在では考えられない程に生活環境が厳しいものであったろう。なお
そこで生活せざるを得ないほどの人々の存在とはいかようなものか、名子制度との関わりなど
からの分析の余地は多いといえよう。
このように明治期においての東仲宗根添は、現在とは大きく違った森林・原野に囲まれた自
然環境であり、しかも人口も少ないマラリア有病地であり生活環境も大変厳しいものであった
ものと思われる。この「マラリア有病地」である自然環境の上に、土地整理法の施行という新
しい社会制度の展開の痕跡が、当時の空間に強く刻印されていると思われるので、その点を踏
まえて作成地図の地力等級区分図から東仲宗根添の空間構成の特徴をみていきたい。
第4図は、l等から8等までに区分された地力等級を①l等～3等、②4等～5等、③6等
～8等の3つに分けて地図化したものである｡4）当時の畑作の基本は、イモを中心としながら
粟作がおこなわれていたものと思われるが稲作も若干みられる。この付近の表層地質について
は宮古島の大半が第四系石灰岩であるのに対し、東底原、宮積、サガニ、南増原のこの地域一
帯は新第三系の泥岩質・砂岩系統の地質が多くを占める。このような地質構造のためか宮古島
では珍しく水持ちの良いこの付近の土壌は、土地整理事業時には稲作の栽培も若干おこなわれ
ていたと思われるが、水田が分布したであろう場所も土地台帳より確認された（写真1）。
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写真1土地整理事業時に稲作がおこなわれていた場所(宮積付近）
次に作成地図（第4図）に示された地力等級の分布パターンから空間的特性をみていきたい。
この地図は、東仲宗根添の中でも宮積、東底原などの平良の中心地に近い所から南増原、サ
ガニにかけての地図であるが、全体的に目につくのは、地力等級が低めに設定されている所が
多いことである。まず、地図の西側半分をみると、地力等級が①l等～3等に区分された所が
多く分布しており、下位の等級は少なめである。この付近は平坦な所が多く地形による影響が
地力等級に反映されているとはほとんど考えられない。特にこの①l等～3等の地力等級に区
分された所の多くは主要道路に面している関係からか、この付近の集落の中心地近くの場所に
は高めの等級が設定されている。しかもこの地図では③6等～8等の地力等級に区分された等
級の低い場所は少なく、若干東側と北側に分布している。このことから平良の中心地である西
里付近に近いことが、地力等級が高めに設定されている大きな理由の一つであろう。南側の那
底から野原越の間に展開する地域については面積的にはやや小さいが、道路に沿った場所にお
いて等級が高めに設定されている。しかし、③6等～8等の地力等級に設定された場所も比較
的多く分布する。
作成地図の東側については先に述べた地域に比べて大きな違いがみられるが、地図を大まか
に西側と比べると、②4等～5等の地力等級の土地の比率が高くなり、①l等～2等の地力等
級の土地の比率が下がる。さらには①l等～2等の地力等級の土地に相対するように③6等～
8等の地力等級の分布が多くみられる。これはその付近の場所は､1921年作成の地形図にも確
認されるように森林・原野に面している所が多い上に、畑もおそらく切替畑のような劣等地と
判断された所が多く、それ故に地力等級が低く見積もられていたと考えられる。しかも東仲宗
根添一帯は、宮古では珍しく泥岩質の地質が分布する地域であり、保水力のある土地は水田耕
作も容易で、しかも蚊の発生が顕著であり、それが沖縄では有数のマラリア有病地帯を形成し
た地理的背景であった。このような見方から人間の居住環境としては当時の宮古では最も厳し
い所であったであろうことが、この地図に示されている分布状況から推測される。特に東側に
行くほど地力等級が低めに設定されているのは、その付近が森林・原野などの未開発の場所が
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※1902（明治35）年作成土地台帳より地図化したものである。
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多く、マラリア有病地であること等が影響してこのような分布状況になった要因ではないかと
思われる。その上、未開発の土地ゆえに、「耕作限界地を拡大させた村」であることが地図上
で推測できるし、さらにこの付近の土地所有者には、名子が多く含まれていたのではという疑
問も生まれてくる。
以上のことが、地力等級区分図から読みとれる空間的特性であるが、今後の課題としては、
東仲宗根、西原、大浦などを加えた広域的な分布図から空間構成を把握することや、本稿では言
及を避けたが、土地制度と名子制度との空間的関係を歴史資料で補填しながら明らかにしていく
ことも可能ではないかと考える。
4．今後の歴史空間復原の課題
本稿では、歴史空間の復原作業をテーマとして地籍資料を利用した主題図を紹介し、若干の
分析を試みた。この地籍資料を利用した「地図作成法」に関しては、土地の私的所有権の法認
といった歴史的大事業のなかで、明治期の土地の形状や構成がどのようなものであったのかを
確認するための一つの方法を提示したものであるが、詳細な空間分析のない小論になった。し
かし、本稿で利用した平良市の土地台帳などの地籍資料は、沖縄に残る明治期に作成された数
少ない地籍資料だけに一級の資料価値があることは確かであり、今後の研究の深化が期待でき
るものである。しかもこの土地整理事業によって作成された地力等級区分図は、土地整理事業
開始前の地域構造を反映していることもあり、地割制度・人頭税制度の研究についても遡及し
て分析する足がかりにもなろうかと思われる。
また、今回の地図作成はすべて手作業によるものであったが、次稿では研究対象地域を広げ
て、地理情報システム(GIS)による空間構造分析をおこなう予定である。地理情報システム
とは、コンピュータによる地図作成システムを意味するが、空間座標に属性情報をいくつも重
ね合わせることが可能である。例えば等級データばかりでなく、「地租｣、「地価｣、「面積｣、「地
目」などの地籍データすべてを一元的に電算化し地図化することができ、「土壌｣、「地形｣、「地
質」などの自然環境との対応関係なども明らかにできるものである。琉球諸島の「歴史空間の
復原」をテーマに始めた本研究については、土地整理事業時における宮古の空間特性を明らか
にすることからさらに進展させていきたい。
（付記）本稿を作成するに当たっては、平良市税務課の久志盛一さんをはじめ、他の職員の
みなさんには大変お世話になりました。また、土地整理事業に関する空間構造分析の必要性を
説き、この小論を書くことの直接のきっかけを与えてくだきいました春日文雄先生(宇都宮大
学名誉教授)に厚くお礼申し上げます。
注
l)地理学事典（二宮書店）によれば、文化景観とは自然景観の対語で、自然景観に人間の影
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響力が決定的に及んだ景観のことを指す。人文景観という場合もある。
2）本稿の地籍資料を利用した地図化作業は、1997年～98年にかけて、春日文雄氏（宇都宮大
学名誉教授）との共同研究の一環としておこなったものの一部である。
3）この土地台帳の写し作業については、沖縄国際大学南島文化研究所における宮古、平良市
調査においての、春日文雄氏の「土地整理事業ノート(1)．(2)」に関する研究の基礎的作
業としておこなわれたものである。筆者は共同研究者としてこの作業に加えていただき、
人文地理学的観点から、明治期における宮古の空間構造分析のための研究を現在進めてい
る。なお、地力等級の決定の過程については、『宮古、平良市調査報告書(3)』にある春
日文雄氏の「沖縄の土地整理事業ノートー宮古を中心に（2）－」に詳述されている。
4）第4図の地力等級分類図は、5000分の1地籍集成図(1991年）に、春日文雄氏が土地台帳に
記述されている土地整理事業施行時の地価の数値を地力等級に換算し、筆者が一筆ごとに
地図化したものである。
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